別記様式第１号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印
平成　　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付申請書

標記の交付金に係る事業を実施したいので、地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱（平成　　年　月　日付環政経発第　　号）第７条の規定に基づき、交付金の交付を願いたく、関係書類を添えて申請する。
１．交付金申請額

金　　　　　　　　　円也
（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　円）

２．交付金所要額調書

（別紙１－１）

３．事業計画書

（別紙１－２）
４．事業実施期間

事業開始　平成　　年　　月　　日
事業終了　平成　　年　　月　　日
（別紙１－１）

平成　　年度交付金所要額調書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	総事業費
	助成額
	交付対象

経費
	交付金

所要額
	仕入に係る消費税等相当額
	要交付金
所要額
	交　付　額

	
	(A)
	(B)
	(C)=(A)+(B)
	(D)
	(E)=(C)-(D) 
	

	
	
	
	
	
	
	


積算内訳

	支出科目
	予定額
	積算内訳

	
	
	

	合計
	
	


注１　「総事業費」欄には当該年度事業に要する交付金事業、関連事業の全ての経費を記載すること。
２　「助成額」欄には協議会が行う助成の実支出予定額を記載すること。
３　「交付対象経費」欄には交付対象経費の実支出予定額を記載すること。
４　「仕入に係る消費税等相当額」欄には、当該交付金に係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記入すること。また、当該消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」と記載すること。
５　積算内訳は可能な限り詳細に記載することとし、１ページで記載できない場合は、適宜記載欄を増やして記載すること。
６　「交付額」欄は、要交付金所要額から1,000円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。
（別紙１－２）

事業計画書
１．　　年度交付金事業の内容

	（１）　　年度交付金事業の概要

（２）個別助成対象事業の概要

ア　
イ　

ウ　


２．　　年度交付金事業の実施により期待される効果

	（１）環境保全効果

（２）地域再生効果




３．　　年度交付金事業の特色・独創的な点

	


（別添）

交付金事業の助成先別CO2削減効果
モデル事業名　　　　　　　　　 CO2削減量合計　　　　　CO2-t/年
	助成先名
	融資事業概要
	CO2

削減量
	計算式

	ア．
	
	
	①計算の前提条件

②粗CO2削減量…　　 ( CO2-t / 年)

計算式 =

③CO2発生量…　　 ( CO2-t / 年)

計算式　＝

④CO2削減量= ②-③ = 　( CO2-t /年)

⑤その他

	イ．
	
	
	

	ウ．
	
	
	

	合計
	
	
	


※助成先ごとに、都道府県知事等との間で結んだ協定の内容を示す書類を添付すること。
別記様式第３号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金

（事業計画・経費配分）変更承認申請書

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金に係る（事業計画・経費配分）を次のとおり変更したいので、地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱（平成　　年　月　日付環政経発第　号）第11条の規定により承認願いたく関係書類を添えて申請する。
１．モデル事業名
２．変更の内容
３．変更の理由
注１　差出名は、当該事業に係る別記様式第１号の申請者に同じとする。
２　添付書類は、別記様式第１号に準じて変更部分について作成すること。

３　別記様式第１号の添付書類のうち交付金所要額調書（別紙１－１）の額が変更されるときは、当該変更部分について変更前の額を、変更後の額の上部に（　）書きにより併記すること。

別記様式第４号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金事業中止（廃止）承認申請書

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金事業を次のとおり中止（廃止）したいので、地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱（平成　　年　月　日付環政経発第　号）第12条の規定により承認願いたく申請する。
１．モデル事業名
２．中止（廃止）の理由
３．中止（廃止）後の措置

注　差出名は、当該事業に係る別記様式第１号の申請者に同じとする。
別記様式第５号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金事業遅延報告書

平成　年　月　日付環政経発第　　　号をもって地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金の交付決定を受けた交付金事業について、地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱（平成　　年　月　日付環政経発第　　号）第13条の規定により、次のとおり報告する。

１．モデル事業名
２．遅延の内容及び原因
３．遅延に係る金額
４．遅延に対して執った措置

５．遅延等が交付金事業に及ぼす影響

６．事業の遂行及び完了の予定

注　事業の進捗状況を示した計画表を当初と変更後を対比のうえ作成し、添付すること。

別記様式第６号

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金事業状況報告書

モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　








（単位：円）

	協議会名
	事業名
	事業

期間
	事業費
	交付金額相当額

(A)
	うち交付金額相当

契約額
	うち交付金額相当

支出済額
	支出予定額

	
	
	
	
	
	月

まで累計

(B)
	(B)／(A)
(％)
	月

まで累計

(C)
	(C)／(A)

(％)
	第１

四半期
	第２

四半期
	第３

四半期
	第４

四半期

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　千円未満は四捨五入で作成すること。

別記様式第７号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金事業実績報告書

平成　年　月　日付環政経発第　　　号をもって地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金の交付決定を受けた交付金事業に係る実績について、地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱（平成　　年　月　日付環政経発第　　号）第15条第１項の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて報告する。
１．交付金精算額　　金　　　　　　　　円也

（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　円）

２．事業実施期間

事業開始　平成　　年　　月　　日

事業終了　平成　　年　　月　　日

３．交付金精算額調書（別紙７－１）

４．交付金受入状況調書（別紙７－２）

５．事業実施報告調書（別紙７－３）
６．歳入歳出決算（見込）書抜粋

７．添付資料

（１）地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱第４条第１項第１号に掲げる助成事業の実績一覧
注　差出名は、当該事業に係る別記様式第１号の申請者に同じとする。
（別紙７－１）

交付金精算額調書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	総事業費
	助成額
	交付対象

経費
	交付金

所要額
	仕入に係る

消費税等

相当額

	
	(A)
	(B)
	(C)=(A)+(B)
	(D)

	
	
	
	
	

	要交付金
所要額
	交付決定額
	要交付金
交付額
	交付金
交付済額
	差引

過不足額

	(E)=(C)-(D)
	(F)
	 (G)= (E)、(F)を比較して少ない方の額
	(H)   
	(I)=(G)-(H)

	
	
	
	
	


支出済額明細書

	支出科目
	支出済額
	積算内訳

	
	
	

	合計
	
	


注１　「総事業費」欄には当該年度事業に要する交付金事業、関連事業の全ての経費を記載すること。
２　「助成額」欄には協議会が行う助成の実支出予定額を記載すること。
３　「交付対象経費」欄には交付対象経費の実支出額を記載すること。
４　「仕入に係る消費税等相当額」欄には、当該交付金に係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記入すること。また、当該消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」と記載すること。

５　「交付金交付済額」欄には既に交付を受けた交付金の額を記載すること。
６　「差引過不足額」欄は1,000円未満の端数を切り捨てた額を記載すること。
７　積算内訳は可能な限り詳細に記載することとし、１ページで記載できない場合は、適宜記載欄を増やして記載すること。
（別紙７－２）

交付金受入状況調書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　
	区分
	交付金
	受入年月日

	受入額
	円
	平成　　年　　月　　日

	受入予定額
	円
	－

	合計
	円
	－


（別紙７－３）

事業実施報告調書
	モデル
事業名
	
	協議会名
	

	担当課名：
	担当者名：
	連絡先：

	事業の

要旨
	

	事業内容
	目的
	

	
	内容
	

	
	成果又は進捗状況
	

	
	今後の展望・対応方法等
	


別記様式第９号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金精算（概算）払請求書
平成　年　月　日付環政経発第　　　号をもって地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金の交付決定を受けた《事業名》について、精算払（概算払）を受けたいので、下記金額を請求します。

記

１．請求金額
金　　　　　　　　　円也
２．請求内訳
（精算払の場合）




　　（単位：円）

	交付決定額
	確定額
(A)
	概算払受領済額

(B)
	差引請求額

(A)-(B)

	円


	円


	円


	円




（概算払の場合）




　　（単位：円）

	交付決定額

(A)
	概算払受領済額

(B)
	今回請求額

(C)
	残額

(A)-(B)-(C)

	円


	円


	円


	円




別記様式第10号

番　　　　　　号

平成　年　月　日

環境大臣　殿

《協議会の長》　印

平成　年度地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金事業の

仕入に係る消費税等相当額報告書
平成　年　月　日付環政経発第　　　号により交付決定通知があった地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金について、地球温暖化防止・地域再生推進融資促進事業費交付金交付要綱（平成　　年　月　　日付環政経発第　　　号）第21条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

	１．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第15条の交付金の額の確定額（平成　年　月　日付環政経発第　　号による額の確定通知額）
	金　　　　　　　　　円



	２．交付金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額
	金　　　　　　　　　円



	３．消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額
	金　　　　　　　　　円



	４．交付金返還相当額（「３．」－「２．」）
	金　　　　　　　　　円

	５．参考となるその他書類（３．の金額の積算の内訳等）
	金　　　　　　　　　円





